
肝がん・重度肝硬変の
医療費助成が受けられます

以下のすべての条件を満たしている方以下のすべての条件を満たしている方以下のすべての条件を満たしている方以下のすべての条件を満たしている方
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 肝がん・重度肝硬変で入院または通院通院通院通院（※１）治療を受けている

 世帯年収が概ね370万円以下

 肝がん・重度肝硬変の治療の研究に協力していただける

医療費の自己負担額が一定額を超えた月が、年二か月二か月二か月二か月以上以上以上以上ある場合

利 ⽤ の 流 れ

肝がん・重度肝硬変と診断されたら、

指定医療機関等で医療記録票医療記録票医療記録票医療記録票を受け

取って下さい

肝がん・重度肝硬変で入院・通院す

る度に、指定医療機関・保険薬局で

医療記録票医療記録票医療記録票医療記録票に記録をしてもらって下

さい

指定医療機関の医師に臨床調査個人

票（診断書）を記載してもらった上

で、同意書に署名して下さい

臨床調査個人票や同意書、医療または

記録票(※２)などを添えて保健所に申請

して、参加者証 (※３)を受け取って下

さい

肝がん・重度肝硬変で入院または通院治療で自己負担額が高額療養費の基準額

を超えた月が過去１２月で既に２月以上２月以上２月以上２月以上（（（（※※※※４）４）４）４）あるときに、３月目３月目３月目３月目から自己負自己負自己負自己負

担額が月１万円担額が月１万円担額が月１万円担額が月１万円となるように助成を受けることができます。

※２ 参加者証の申請には、自己負担額が高額療養費の基準額を超えた月が

２月以上あることが記載された医療記録票が必要です。

※３ 参加者証の交付は、申請書類がすべて整った状態で、２ヶ月程度要します。

※４ 通院のみの方は、令和３年４月１日以降分が対象となります。

①入院・通院・薬剤の費用の状況を記録します ②助成を受ける手続をします

※１ B型・C型肝炎ウイルスに起因する肝がんまたは重度肝硬変の治療のために、都道府県が指定する

医療機関（指定医療機関）に入院している場合、通院は「分子標的薬を用いた化学療法」および「肝動通院は「分子標的薬を用いた化学療法」および「肝動通院は「分子標的薬を用いた化学療法」および「肝動通院は「分子標的薬を用いた化学療法」および「肝動

注化学療法」に係る医療費が対象です。注化学療法」に係る医療費が対象です。注化学療法」に係る医療費が対象です。注化学療法」に係る医療費が対象です。

奈良県奈良県奈良県奈良県福祉医療部疾病対策課感染症係福祉医療部疾病対策課感染症係福祉医療部疾病対策課感染症係福祉医療部疾病対策課感染症係 奈良市登大路町３０奈良市登大路町３０奈良市登大路町３０奈良市登大路町３０ ０７４２－２７－８６１２０７４２－２７－８６１２０７４２－２７－８６１２０７４２－２７－８６１２奈良市保健所奈良市保健所奈良市保健所奈良市保健所 奈良市三条本町１３番１号奈良市三条本町１３番１号奈良市三条本町１３番１号奈良市三条本町１３番１号 ０７４２－９３－８３９７０７４２－９３－８３９７０７４２－９３－８３９７０７４２－９３－８３９７郡山保健所郡山保健所郡山保健所郡山保健所 大和郡山市満願寺町６０－１大和郡山市満願寺町６０－１大和郡山市満願寺町６０－１大和郡山市満願寺町６０－１ ０７４３－５１－０１９４０７４３－５１－０１９４０７４３－５１－０１９４０７４３－５１－０１９４中和保健所中和保健所中和保健所中和保健所 橿原市常盤町６０５－５橿原市常盤町６０５－５橿原市常盤町６０５－５橿原市常盤町６０５－５ ０７４４－４８－３０３７０７４４－４８－３０３７０７４４－４８－３０３７０７４４－４８－３０３７吉野保健所吉野保健所吉野保健所吉野保健所 吉野郡下市町新住１５－３吉野郡下市町新住１５－３吉野郡下市町新住１５－３吉野郡下市町新住１５－３ ０７４７－５２－０５５１０７４７－５２－０５５１０７４７－５２－０５５１０７４７－５２－０５５１内内内内吉吉吉吉野野野野保保保保健健健健所所所所 五五五五條條條條市市市市本本本本町町町町３３３３－－－－１１１１－－－－１１１１３３３３ ００００７７７７４４４４７７７７－－－－２２２２２２２２－－－－３３３３００００５５５５１１１１
肝炎情報センターの「肝炎医療ナビゲーションシステム」（肝ナビ）から、全国の指定医療機関を検索できます。

詳しくは以下の担当までお問い合わせください

B型・型・型・型・C型肝炎ウイルス型肝炎ウイルス型肝炎ウイルス型肝炎ウイルスにににに

起因起因起因起因するするするする

令和３年４月１日より通院治療についても対象令和３年４月１日より通院治療についても対象令和３年４月１日より通院治療についても対象令和３年４月１日より通院治療についても対象

となりましたとなりましたとなりましたとなりました


